
秋田県新型コロナウイルス感染症対応融資保証制度  
 

保証対象者  
 県内 に事業所等を有する方で、次の（１）から（３）のいずれかの認定を受けた中小企業者の方が対
象です。 
 （１）中小企業信用保険法（以下「保険法」という。）第２条第５項第４号の規定による認定（セーフ 
   ティネット保証４号） 
 （２）保険法第２条第５項第５号の規定による認定（セーフティネット保証５号） 
 （３）保険法第２条第６項の規定による認定（危機関連保証） 
貸付限度額  
  ６，０００万円 
貸付期間 
  １０年以内（据置期間５年以内） 
資金使途  
  経営の安定に必要な事業資金 
担  保 
  原則として無担保とします。 
連帯保証人 
  原則として、法人は代表者、個人事業主は不要です。 
  次の要件を満たす場合、保証料率を０.２％上乗せすることにより経営者保証を免除できます。 
   ①直近の決算書が資産超過であること 
   ②法人と代表者との関係において、法人と経営者の資産・経理が明確に区分されており、法人   
    と経営者の間の資金のやりとり（役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付け等）について、社 
    会通念上適切な範囲を超えていない。 
  また、上記の取扱いを希望する場合、「経営者保証免除対応確認書」の提出が必要です。 
信用保証料  
  借入金額に対し、０.８５％。経営者保証免除対応を適用する場合は１．０５％。 
  ★保証対象者の（１）～（３）の認定において認定書に記載された売上高等の減少率が１５％以上 
   の方、（２）の認定において申込人が個人事業主かつ小規模企業者の方については全額を国が 
   補助し、それ以外のものについては２分の１を国が補助します。 
   ただし、条件変更に伴い追加して生じる信用保証料については国の補助の対象外となります。 
貸付利率  
  ★保証対象者の（１）～（３）の認定において認定書に記載された売上高等の減少率が１５％以上 
   の方、（２）の認定において申込人が個人事業主かつ小規模企業者の方については貸付から３ 
   年の間に生じる利子については秋田県より補給を行います（実質無利子）。 
  ４年目以降は、保証対象者（１）又は（３）の認定の場合は年１．１５％ 
                   （２）の認定の場合は年１．３５％となります。 
必要書類 
  保証協会所定の申込資料のほか、対象者（1）～（3）それぞれの規定による市町村長の認定書、 
  本制度における経営者保証免除対応を適用する場合は経営者保証免除対応確認書が必要とな 
  ります。 
取扱期間   
  令和２年５月１日から令和３年３月３１日保証申込受け付けたもので、かつ令和２年５月１日から令 
  和３年５月３１日までに融資実行されたものとなります。 

制 度 概 要 

※各認定手続きについては各市町村へお問い合わせください。 
  本制度につきましては当協会窓口へお問い合わせください。 

制 度 目 的 
新型コロナウイルス感染症の影響拡大を踏まえ、中小・小規模事業者への支援を行うため、秋田県
の制度融資を活用し、売上高が減少した方が民間金融機関でも実質無利子・無担保・据置期間最大
５年間・保証料の減免を受けることができる制度を創設しました。 
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